
参考様式(法第28条第1項関係)

1 事業の成果

2 事業の実施に関する事項

(1) 特定⾮営利活動に係る事業

具体的な事業内容
(A)当該事業の実施⽇時
(B)当該事業の実施場所
(C)従事者の⼈数

(D)受益対
象者の範囲
(E)⼈数

事業費の⾦額
(単位：千円)

①会員の研究を⽀
援する活動

研究セミナー開催事業
第 15回研究セミナー開催

(A) 2020/10/31 13:00-16:00
(B) 札幌市中央区 かでる 2.7
北海道⽴道⺠活動センター
1050会議室
(C) 2 名

(D) 会員・市
⺠
(E) 9名・1名

4 (⽀出)
0 (収⼊)

①会員の研究を⽀
援する活動

会員交流会開催事業
第 1回会員交流会開催

(A) 2020/8/1 14:00-17:00
(B) 札幌市北区 エルプラザ ,
中研修室 A・B
(C) 1 名

(D) 会員
(E) 14 名

3 (⽀出)
0 (収⼊)

①会員の研究を⽀
援する活動

会員交流会開催事業
第 2回会員交流会開催

(A) 2020/8/29 13:00-16:00
(B) 札幌市中央区 かでる 2.7
北海道⽴道⺠活動センター
510会議室
(C) 1 名

(D) 会員
(E) 10 名

5 (⽀出)
0 (収⼊)

①会員の研究を⽀
援する活動

会員交流会開催事業
第 3回会員交流会開催

(A) 2021/1/31 13:30-15:30
(B) 札幌市北区 エルプラザ ,
環境研修室 1
(C) 1 名

(D) 会員
(E) 14 名

2 (⽀出)
0 (収⼊)

2020年度 事業報告書

2020 年 4 ⽉ 1 ⽇から 2021 年 3 ⽉ 31 ⽇まで

特定⾮営利活動法⼈ 北海道総合地質学研究センター

 本年度 (2020年度) は 2020年4⽉1⽇から 2021年3⽉31⽇までの 12ヶ⽉間である.  2020年2⽉以降の新型コロナ
ウイルス感染拡⼤に伴い, 事業の⼀部を無期限延期せざるを得ず,主に会員向けの 事業活動を⾏ない, 多くの成果を
得たものと⾃⼰評価している.
 「会員の研究を⽀援する活動」として第15回⽬となる研究セミナーを⾏い, 当研究センター外の地質学・地球物
理学研究者も交えて⾼度な学問的議論を⾏った. また, 新たな試みとして4回の会員交流会，2回のHRCG通信発⾏，
厚真町における岩盤滑り現地⾒学会を⾏った.
 「会員の研究を⽀援する活動」および「会員の研究成果の発表・出版を⽀援する活動」としてアクセスフリーの
学術雑誌「総合地質」4 巻 1 号のプリント版を発⾏し, 国⽴国会図書館, 国⽴研究開発法⼈産業技術総合研究所地質
情報基盤センター, 北海道⽴図書館, 北海道博物館, 北海道⽴総合研究機構地質研究所に納本・寄贈し, 研究成果の広
範な利⽤に供した.
 「会員の地質学に関する専⾨知識の普及」事業として，これまで⾏ってきた 市⺠向け公開講座（北海道教育委員
会の道⺠カレッジ連携講座）は新型コロナの蔓延を考慮し，中⽌に⾄った．

事業名 (定款に記
載した事業)



①会員の研究を⽀
援する活動

会員交流会開催事業
第 4回会員交流会開催

(A) 2021/3/7 19:00-21:20
(B) オンライン
(C) 1 名

(D) 会員
(E) 11 名

5 (⽀出)
0 (収⼊)

①会員の研究を⽀
援する活動

会員間の情報交換を⽬的にHRCG通
信を2回発⾏

 (A) 2020/11/17 第1号・第1
号号外，2021/02/19 第2号，
(B) 準備作業は 札幌市中央区
南15条⻄19丁⽬の編集責任者
宅において
 (C) 3 名

(D) 会員
(E) 29 名

5 (⽀出)
0 (収⼊)

①会員の研究を⽀
援する活動

厚真岩盤滑り現地⾒学会
(A) 2020/10/25 10:00-15:00
(B) 厚真町
(C) 2 名

(D) 会員
(E) 6 名

0 (⽀出)
0 (収⼊)

①会員の研究を⽀
援する活動及び②
会員の研究成果の
発表・出版を⽀援
する活動 等

アクセスフリーの学術雑誌「総合地
質」4 巻 1 号プリント版を国⽴国
会図書館, 国⽴研究開発法⼈産業技
術総合研究所地質情報基盤セン
ター, 北海道⽴図書館, 北海道博物
館, 北海道⽴総合研究機構地質研究
所に納本・寄贈

(A) 2020/10/28, (B) 準備作業
は 札幌市⻄区⼭の⼿2条3丁
⽬の当センタ−において
 (C) 2 名

(D) 地球惑星
科学研究者等
(E) 不特定多
数

34 (⽀出)
24 (収⼊)

(2) その他の事業

具体的な事業内容
(A)当該事業の実施⽇時
(B)当該事業の実施場所
(C)従事者の⼈数

(D)受益対
象者の範囲
(E)⼈数

事業費の⾦額
(単位：千円)

当法⼈は定款において特定⾮営利活動に係る事業以外の事業の実施を定めていない．

２は、(1)には特定⾮営利活動に係る事業、(2)にはその他の事業について区分を明らかにして記載してください。

事業名 (定款に記
載した事業)

[作成上の注意事項]

2 (2) には、定款上「その他の事業」に関する事項を定めているものの、当該事業年度にその他の事業を実施しなかった場合、
「実施しなかった」と記載してください。
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